
令和２年度「全国家庭教育支援研究協議会」

地域の実情に応じた
アウトリーチ型支援（※）の充実に向けて

～コロナ禍をはじめとする社会の変化に対応した家庭教育支援の推進について～

令和3年2月18日
文部科学省 総合教育政策局 地域学習推進課

家庭教育支援室

（※）ここでの「アウトリーチ型支援」とは、家庭教育
の自主性を尊重しつつ、地域の実情に応じた
多様な方法により、保護者に寄り添い届ける
家庭教育支援の取組全般を指します。
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◆教育基本法（平成18年法律第120号）（抄）
（家庭教育）
第10条 父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活のために必要な習慣を

身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重（※）しつつ、保護者に対する学習の機会及び情報の

提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。
（※個々の家庭における具体的な教育の内容や方法は、各家庭（保護者）が決めるものであることに留意）

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）
第13条 学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の

連携及び協力に努めるものとのする。 2

家庭教育（父母その他の保護者が子供に対して行う教育）は、全て
の教育の出発点。
以下のような資質・能力等を子供に育み、子供の心身の調和のとれた
発達を図る上で、重要な役割を担うもの。

●基本的な生活習慣・生活能力 ●人に対する信頼感 ●豊かな情操
●他人に対する思いやり ●善悪の判断などの基本的倫理観
●自立心や自制心 ●社会的なマナー など

※ 「つながりが創る豊かな家庭教育～親子が元気になる家庭教育支援を目指して～」
（平成２４年３月 家庭教育支援の推進に関する検討委員会）より

家庭教育の役割



○ 子育ての悩みや不安
・ 子育てに悩みや不安を感じる保護者（2020年）：69.8%（うち男性：61.8%、女性：76.4%）【p25】

○ 子育てを通じた地域とのつながり
・ 子育てに対する地域の支えの重要さに係る保護者の意識（2020年）：「重要だと思う」 70.0%  【p26】

○ 児童虐待に関する相談対応件数の増加
・ 児童相談所における相談対応件数：11,631件（1999年）→ 193,780件（2019年）【p27】

○ 育児休業取得率の増加
・ 育児休業取得率（1999年→2019年）男性：0.42％→ 7.48%、女性：56.4%→ 83.0% 【p29,30】

家庭や子供の育ちに関する状況①

○ 世帯構造の変化
・ 核家族（夫婦と子、ひとり親と子）の割合：70.1%（1998年）→ 82.5％（2019年））【p13】
・ ひとり親世帯数：58万世帯（1998年）→ 72万世帯（2019年））【p15】

○ 様々な実情を有する家庭の増加
・ 共働き世帯：614万世帯（1980年）→ 1,245万世帯（2019年）【p16】
・ 外国籍の児童生徒数（公立学校）：75,043人（2008年）→ 93,133人（2018年）【p17】

○ コロナ禍での意識の変化
・ コロナ禍での重要性の意識（2020年）：（より意識）「家族」:49.9%、「社会とのつながり」:39.3% 【p20】
・ コロナ禍での家事・育児への向き合い方（2020年）：（意識の変化）男性：55.9%、女性：65.7%  【p21】
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家庭を取り巻く状況

子育てに関する状況



家庭や子供の育ちに関する状況②
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コロナ禍での家族や社会に対する意識の変化、「新しい生活様式」に対応した働き方の多様化、育児休
業取得率の増加など、社会の変化への対応の必要性

世帯構造の変化、様々な実情の家庭の増加、地域のつながりの希薄化など、家庭環境が変化する中、
保護者の子育て負担の増加、精神的・時間的に余裕のない家庭の増加、児童虐待等が懸念

子供の生活習慣の乱れ等に伴う、子供の規範意識の低下、社会性・自立心の育ちの遅れ等が懸念

○ 子供の基本的な生活習慣の乱れ
・ 起床リズム（毎日、同じくらいの時刻に起きていない子供）(2019年)： 8.4%（小6）、7.1%（中3）【p32】
・ 就寝リズム（毎日、同じくらいの時刻に寝ていない子供）(2019年)：18.6%（小6）、22.0%（中3）【p32】
・ 朝食摂取の状況（子供の朝食欠食率）(2019年)：4.6%（小6）、6.9％（中3）【p32】
・ 家族に学校での出来事をあまり話していない子供（2019年）：22.5%（小6）、23.4%（中3）【p33】
・ 平日、携帯やスマートフォンを２時間以上利用（2017年）：12.0%（小6）、31.8%（中3）【p34】

○ 不登校児童生徒数の増加
・ 不登校児童生徒（2019年）：【小学校】 0.83%（120人に1人）、【中学校】 3.94%（25人に1人）【p35】

子供の育ちをめぐる状況

コロナ禍をはじめとする社会の変化に対応した家庭教育支援を推進することが必要。
特に、支援が必要な家庭に寄り添い届ける支援（アウトリーチ型支援）が不可欠。



○ アウトリーチ型支援の取組状況（※１）【p52～54】
【都道府県】 実施：57%、検討中：13%、予定なし：30% 【市区町村】 実施：34%、検討中：8%、予定なし：57%
（参考）訪問型家庭教育支援の取組状況（平成27年度）【都道府県】実施：17％、検討中：15％【市区町村】実施：15％、検討中：5％

（支援の場所）（※アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答した自治体）
【都道府県】 学校：67%、企業：52%、自宅：30%     【市区町村】 学校：77%、自宅：62%、企業：7%

○ アウトリーチ型支援の目的 【p57】（※アウトリーチ型支援の取組を「行っている」又は「検討中」と回答した自治体）

【都道府県】 「子育ての悩みや不安の解消」：79%、「保護者を学びの場などの拠点につなげる」：61%
【市区町村】 「子育ての悩みや不安の解消」：85%、「支援を必要とする家庭の把握」：60%、 「児童虐待等の未然防止や早期

発見」：54%、「不登校等の学校課題の予防や軽減」：52%、「保護者を専門機関の支援につなげる」：52%

○ アウトリーチ型支援の成果 【p58】（※アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答した自治体）

【都道府県】 「子育ての悩みや不安の解消」：89%、「保護者を学びの場などの拠点につなげる」：59%
【市区町村】 「子育ての悩みや不安の解消」：85%、「支援を必要とする家庭の把握」：59%、「保護者を専門機関の支援につな

げる」：51%、「児童虐待等の未然防止や早期発見」：50%

○ アウトリーチ型支援の課題 【p59】（※アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答した自治体）

【都道府県】 「人材の確保・養成」：89%、「予算の継続的な確保」：78%、「保健福祉部局との連携」：48%
【市区町村】 「人材の確保・養成」：78%、「予算の継続的な確保」:43%、「保護者との信頼関係の構築」：43%

○ アウトリーチ型支援「予定なし」の理由 【p60】（※アウトリーチ型支援の取組を「予定なし」と回答した自治体）

【都道府県】 「予算の確保が困難」：43%、「人材の確保が困難」：36%
【市区町村】 「人材の確保が困難」：74%、「予算の確保が困難」：43%、「アウトリーチによる相談対応の方法がわからない」：22％

地方公共団体における家庭教育支援の取組状況①
（「アウトリーチ型支援」関連）

※１．平成30年度以降の取組状況について、
令和２年８月から９月にかけて調査を実施。

5



○ コロナ禍でのアウトリーチ型支援の必要性 （※１）【p61】
（コロナ禍でアウトリーチ型支援の必要性が増加していると感じているか）

【都道府県】 感じている：89% 【市区町村】 感じている：34%（うち大都市：47%、一般市：40%、町村：27%）（※２）

（「具体的な支援の必要性や対応策」（自由記述）の主なもの）
＜アウトリーチ型支援の必要性＞
・ 交流の機会が減り、孤立しがちな家庭の増加が見込まれるため、アウトリーチ型支援の必要性は増している。
・ 生活リズムの乱れによる不登校児童生徒数の増加。
・ 家庭内の様子が周囲から見えにくくなっており、訪問支援の必要性を感じる。

＜アウトリーチ型支援の対応策＞
・ 新しい生活様式をとりながら、対面での支援、ＩＣＴを活用した支援など、多様なニーズに応えられる方策が求められている。
・ アウトリーチ型支援について、関係部局と検討する機会を設定し、家庭のニーズに合わせた支援を行うための体制構築を検討。

○ 家庭教育支援の取組に関する課題 （※１）【p63～65】
（地域の実情に応じた家庭教育支援の取組を行う上で、特に課題であると感じていること（複数（３つまで）回答可）））

【都道府県】 「家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない」：49%
「支援を担う地域の中核的人材、サポーターリーダー、コーディネーター等の人材が不足」：36%
「養成した人材の活動の機会や場所が不足」：32%

【市区町村】 「支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足」：53% （※２）

（※ うち大都市：29%、一般市：47%、町村：61%）
「支援を担う地域の中核的人材、サポーターリーダー、コーディネーター等の人材が不足」：49%

（※ うち大都市：33%、一般市：43%、町村：56%）
「家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない」：41%

（※ うち大都市：55%、一般市：47%、町村：34%）6

地方公共団体における家庭教育支援の取組状況②
（「アウトリーチ型支援」関連）

※１．令和2年8月1日現在の状況
※２．ここでの「大都市」とは、政令市、中核市、特別区を指し、

「一般市」は「大都市」以外の市を指す。



◆第２部 今後５年間の教育政策の目標と施策群（抜粋）

第3期教育振興基本計画（※）（平成30年6月閣議決定）【計画期間：平成30年度～令和4年度】

○家庭の教育力の向上
・ 関係府省が連携し、妊娠期から学齢期以降までの切れ目のない支援の実現に向けて、
地域における子育て支援と家庭教育支援の連携体制を構築し、 教育委員会と他の部局
の間、関係機関・関係者の間で、支援が必要な子供や家庭に関する情報の共有化や協働
の促進を図る。

・ 家庭教育支援員となる人材の育成や、訪問型家庭教育支援の充実を図るとともに、必要
となる個人情報の円滑かつ適切な共有に係る好事例の収集や周知を行うなど、様々な課題
を抱えながらも地域から孤立し、自ら相談の場にアクセスすることが困難な家庭やその親子
に対する支援を強化する。

◇ 目標（６）：家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・協働の推進

・ 多様化する家庭環境に対し、地域全体で家庭教育を支える。また、地域社会との様々なかかわりを通じて、
子供たちが安心して活動できる居場所づくりを進め、これからの時代に必要な力や、地域への愛着や誇りを子供
たちに育成する。さらに、家庭や地域と学校との連携・協働を推進する。

「家庭教育支援チーム」等の構築（チームワーク）

「切れ目のない支援」の実現（ネットワーク）「切れ目のない支援」の実現 （ネットワーク）

「アウトリーチ型支援」の推進（フットワーク） 7

※ 教育基本法（平成18年法律第120号）第17条第1項の規定に基づき、政府として策定する計画。



「できない」「やれない」といった “ないない” 事項を列挙するのでなく、取組事例
などを参考にして、それぞれの地域で、どうやったらできるかを前向きに考え、
「やりたいけれど・・・」 から 「やってみよう !!」 に

今般のコロナ禍をはじめ、ICTの急速な普及、グローバル化の進展など、社会の変化
に対応した効果的な家庭教育支援の推進に当たっては、
○ 各地域において、社会の変化、家庭や子供の育ちなどに関する状況等を踏まえ、

家庭教育の自主性を尊重（※）しつつ、地域の実情に応じた形で、保護者に寄り
添い届ける支援（アウトリーチ型支援）を取り入れ、家庭教育支援の内容や方法面
での質的な改善を図ることが必要ではないか。

（※ 個々の家庭における具体的な教育の内容や方法は、各家庭（保護者）が決めるものであることに留意）

○ 具体的には、地域の実情に応じて、支援体制（「家庭教育支援チーム」等）や地域
の関係機関・関係者（学校、保健や福祉の関係者など）との連携体制を構築しつつ、
家庭教育支援員等が家庭（自宅）を訪問して行う訪問型の支援のみならず、
保護者に寄り添い届けるという視点に立った多様な支援（多様な「人」、多様な「内容」、
多様な「場所」など）を柔軟に検討・実施することが必要ではないか。
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本日の研究協議会における協議の視点（案）



関連データ等
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１．家庭や子供の育ちをめぐる状況
（１）家庭を取り巻く状況
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出典：「国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省）

全世帯数と平均世帯人員の推移
全世帯数は増加傾向にあるが、平均世帯人員は減少傾向（2.39人（2019年））
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※「児童」とは、18歳未満の未婚の者をいう。

夫婦と子（児童）

ひとり親と子（児童）
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児童のいる世帯の構成 【世帯数】
児童のいる世帯数は減少傾向にある中、核家族（夫婦と子、ひとり親と子）世帯数は概ね横ばい
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（児童のいる

世 帯 の
平均児童数）

（人）

(千世帯）
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45.4%

44.3%

46.6%

45.2%

44.7%

44.4%

42.7%

42.4%

41.5%

40.3%

40.4%

42.1%

40.3%

41.8%

42.0%

42.3%

43.9%

42.5%

42.2%

12.9%

14.2%

13.6%

13.1%

13.1%

13.2%

13.4%

13.5%

15.1%

16.2%
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(n=11,221)
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2016年
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(n=12,085)
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(n=12,324)

2007年

(n=12,499)

2004年

(n=12,916)

2001年

(n=13,156)

1998年

(n=13,453)

児童１人 児童２人 児童３人以上

14

児童のいる世帯の状況 【児童数別世帯数】
多子世帯の割合が減少傾向にあり、「子供一人世帯」の割合が増加傾向
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出典：「国民生活基礎調査の概況」（厚生労働省）

644

76

554

100

※「母子（父子）世帯」とは、現に配偶者のいない６５歳未満の女（男）と２０歳未満のその子（養子を含む）のみで構成している世帯。

15

ひとり親世帯数の推移
父子世帯数（76千世帯（2019年））は概ね横ばい、母子世帯数（644千世帯（2019年））は概ね増加傾向

（千世帯）

502

78

（1998年）

（1998年）

（1989年）

（1989年）

（2019年）

（2019年）



共働き世帯数の推移

出典：「男女共同参画白書（令和２年版）」（内閣府男女共同参画局） 16

共働き世帯数は増加傾向（1,245万世帯（2019年））



公立学校に在籍している外国籍の児童生徒数

17

公立学校に在籍している外国籍の児童生徒数は増加傾向

出典：「学校基本調査」（文部科学省）



公立学校における日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数（総数）

18

公立学校における日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数は増加傾向

出典：「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」（文部科学省）



19

公立学校における日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数（市町村数）

公立学校における日本語指導が必要な外国籍児童生徒の在籍市町村数は概ね横ばい

出典：「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」（文部科学省）



コロナ禍での「家族」や「社会とのつながり」の重要性の意識

20

コロナ禍における「家族」や「社会とのつながり」の重要性の意識
（より意識するようになった）「家族」の重要性：49.9%、「社会とのつながり」の重要性：39.3%

出典： 「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月 内閣府）

49.9% 35.9% 8.8% 5.4%

39.3% 38.9% 15.1% 6.7%



55.9%

67.2%

62.5%

61.3%

32.5%

32.6%

34.9%

27.5%

27.7%

31.8%

55.3%

52.3%

9.2%

5.3%

9.8%

6.9%

12.2%

15.2%

65.7%

67.7%

70.6%

68.2%

55.5%

52.4%

22.5%

20.7%

19.6%

19.8%

30.3%

34.0%

11.8%

11.6%

9.8%

12.0%

14.3%

13.6%

コロナ禍での「家事・育児への向き合い方」などの意識

21出典： 「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月 内閣府）

男性の５割超、女性の６割超が、家事・育児への向き合い方などが変化したと回答
特に、子供（末子）が小学生以下の家庭では、意識が変化した割合が高い



出典： 「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月 内閣府）

コロナ禍での「家族と過ごす時間」
家族と過ごす時間は増加傾向にあり、テレワーク等の経験者は、その割合が高い

23.5% 22.2% 24.6% 20.2%

26.8% 25.3% 25.6% 12.8%

12.9% 17.7% 25.7% 34.2%

43.0% 38.9% 9.4%

81.9%
22



23出典： 「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月 内閣府）

コロナ禍での「家事・育児に関する夫婦間の役割分担」
テレワークの利用など、夫の働き方が変化した家庭では、家事・育児での夫の役割が増加する傾向

8.5% 17.9% 10.4% 5.0% 11.7% 46.3%

6.5% 25.2% 11% 8% 20% 29%

31.7%



１．家庭や子供の育ちをめぐる状況
（２）子育てに関する状況

24



○対象：０～18歳の子供を持つ20～54歳の父母3,421人
○手法：インターネット調査 ○期間：令和２年９月（スクリーニング調査の後、本調査を実施）

40.6%

38.4%

42.9%
13.4%

29.5%
15.3%

25.7%
11.9%

10.9%

6.8%

16.6%

2.3%

32.7%
9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

しつけの仕方が分からない
子供の健康や発達について悩みや不安がある

子供の生活習慣の乱れについて悩みや不安がある
子供との接し方が分からない
子供の気持ちが分からない

子供の友人関係について悩みや不安がある
子育てに十分な時間がとれない

家族で協力して子育てができていない
子育てに関して家族の方針が合わない

保護者同士の良い関係が作れない
忙しい時子供の面倒を見てくれる人がいない

子育てについて職場の理解が得られない
子育てをする上で経済的に厳しい

その他

子育てについての悩みや不安の内容

13.8 

9.7

17.1

56.0 

52.1

59.3

27.4 

34.7

21.5

2.7 

3.6

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計
（n=3,421）

男性
（n=1,549）

女性
（n=1,872）

子育ての悩みや不安

いつも感じる たまに感じる あまり感じない まったく感じない

※１～３番目の回答を複数回答として集計したため、各選択肢の割合を合計しても100とはならない。

69.8 ％

61.8 ％

76.4 ％

※ 令和２年度文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究
～家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査～」（令和３年２月）より

子育てについての悩みや不安の状況
約７割の保護者が「子育ての悩みや不安」を感じている状況

「子育ての悩みや不安の内容」は、「子供の生活習慣の乱れ」（42.9%）の割合が最も高く、
次いで「しつけの仕方が分からない」（40.6%）の割合が高い

25

（n=2,388）



約７割の保護者が「子育てに対する地域の支え」が重要と回答
「子供を通じた地域とのつながり」は、「保育所や幼稚園の送り迎え、近所での買い物などの際に、

あいさつをする人がいる」（37.6%）の割合が最も高く、
次いで「子供同士を遊ばせながら、立ち話をする人がいる」（30.8%）の割合が高い

子育てや子供を通じた地域とのつながり

26○対象：０～18歳の子供を持つ20～54歳の父母3,421人
○手法：インターネット調査 ○期間：令和２年９月（スクリーニング調査の後、本調査を実施）

※ 令和２年度文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究
～家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査～」（令和３年２月）より

22.2% 47.8% 23.5%

4.0%

0.8%

1.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子育てをする人にとって、地域の支えは重要だと思いますか。

とても重要だと思う やや重要だと思う どちらとも言えない あまり重要ではないと思う まったく重要ではないと思う 分からない

27.9%

0.1%

37.6%

28.1%

15.0%

30.8%

23.2%

18.6%

23.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

子供を通じて関わっている人はいない

その他

保育所や幼稚園の送り迎え、近所での買い物などの際に、
あいさつをする人がいる

子育ての悩みを相談できる人がいる

子供を連れて一緒に遊びや旅行に出かける人がいる

子供同士を遊ばせながら、立ち話をする人がいる

子供を連れて家を行き来する人がいる

子供をしかったり、注意してくれる人がいる

子供を預けられる人がいる

子供を通じた地域とのつながり／地域との関わり方別

※複数回答

70.0 ％



※相談対応件数とは、各年度中に児童相談所が相談を受け、援助方針会議の結果により指導や措置等を行った件数。

※平成２２年度の件数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

27出典： 「令和元年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数」（厚生労働省）

児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数（総数）

児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は毎年増加（193,780件（令和元年度））
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児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数（内容別）

※割合は四捨五入のため、100％にならない場合がある。

※平成２２年度の件数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

出典： 「令和元年度 児童相談所での児童虐待相談対応件数」（厚生労働省）
28

児童相談所における児童虐待に関する相談対応の内容は「心理的虐待」の割合が増加

身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 総　　数

平成20年度 16,343( 38.3%) 15,905( 37.3%) 1,324(  3.1%) 9,092( 21.3%) 42,664(100.0%)

平成21年度 17,371( 39.3%) 15,185( 34.3%) 1,350(  3.1%) 10,305( 23.3%) 44,211(100.0%)

平成22年度 21,559( 38.2%) 18,352( 32.5%) 1,405(  2.5%) 15,068( 26.7%) 56,384(100.0%)

平成23年度 21,942( 36.6%) 18,847( 31.5%) 1,460(  2.4%) 17,670( 29.5%) 59,919(100.0%)

平成24年度 23,579( 35.4%) 19,250( 28.9%) 1,449(  2.2%) 22,423( 33.6%) 66,701(100.0%)

平成25年度 24,245( 32.9%) 19,627( 26.6%) 1,582(  2.1%) 28,348( 38.4%) 73,802(100.0%)

平成26年度 26,181( 29.4%) 22,455( 25.2%) 1,520(  1.7%) 38,775( 43.6%) 88,931(100.0%)

平成27年度 28,621( 27.7%) 24,444( 23.7%) 1,521(  1.5%) 48,700( 47.2%) 103,286(100.0%)

平成28年度 31,925( 26.0%) 25,842( 21.1%) 1,622(  1.3%) 63,186( 51.5%) 122,575(100.0%)

平成29年度 33,223( 24.8%) 26,821( 20.0%) 1,537(  1.1%) 72,197( 54.0%) 133,778(100.0%)

平成30年度 40,238( 25.2%) 29,479( 18.4%) 1,730(  1.1%) 88,391（55.3%) 159,838(100.0%)

令和元年度
49,240( 25.4%)

（+9,002）
33,345( 17.2%)

（+3,866）
2,077(  1.1%)

（+347）
109,118（56.3%)

(+20,727)
193,780(100.0%)

（+33,942）



29
出典： 「令和元年度 雇用均等基本調査」（厚生労働省）

育児休業取得率の推移（男性）

注：平成23年度の[ ]内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く、全国の結果。

男性の育児休業取得率は増加傾向（7.48%（令和元年度））



30
出典： 「令和元年度 雇用均等基本調査」（厚生労働省）

育児休業取得率の推移（女性）

注：平成23年度の[ ]内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く、全国の結果。

女性の育児休業取得率は近年横ばい（83.0%（令和元年度））



１．家庭や子供の育ちをめぐる状況
（３）子供の育ちに関する状況

31
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中学３年生

小学６年生

子供の基本的な生活習慣に関する状況

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」（各年度）
（「朝食を毎日食べていますか」という質問に対し、「あまりしていない」、

「全くしていない」」のそれぞれに回答した者の割合を合計したもの。）
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子供の朝食欠食率の推移
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51.6 

0
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国語 算数

（点）
朝食摂取と学力調査の平均正答率との関係（小学６年生）

毎日食べている どちらかといえば、食べている

あまり食べていない 全く食べていない

○毎日朝食を食べている子供ほど、学力調査の平均正答
率が高い傾向。

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」
（平成３１年度（令和元年度））

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」（各年度）
（「毎日、同じくらいの時刻に寝ていますか」という質問に「あまりしていない」、

「全くしていない」のそれぞれに回答した者の割合を合計したもの。）

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」
（平成31年度（令和元年度））

○同じくらいの時刻に起きていない子供の割合は、減少傾
向にあるが、一定割合(小6:8.4％、中３:7.1%(R元))を占める。

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」
(平成３１年度（令和元年度））
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就寝リズムと学力調査の平均正答率との関係（小学６年生）

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

※ 文部科学省「全国学力・学習状況調査」（各年度）
（「毎日、同じくらいの時刻に起きていますか」という質問に「あまりしていない」、

「全くしていない」のそれぞれに回答した者の割合を合計したもの。）
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（点）

起床リズムと学力調査の平均正答率との関係（小学６年生）

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

○毎日、同じくらいの時刻に起きている子供ほど、学力調査
の平均正答率が高い傾向。

○子供の朝食欠食率は、近年、多少の変動はあるものの、
一定割合（小6：4.6％、中３:6.9%（R元））を占める。

子供の起床リズム 【早起き】

○毎日、同じくらいの時刻に寝ている子供ほど、学力調査の
平均正答率が高い傾向。

○同じくらいの時刻に寝ていない子供の割合は、減少傾向
にあるが、一定割合 (小6:18.6％、中３:22.0% (Ｒ元)) を占める。

子供の就寝リズム 【早寝】 子供の朝食摂取 【朝ごはん】
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37.5 
38.8 
40.6 
43.5 

46.6 
47.3 

53.3 
53.3 
52.5 

50.7 
52.9 

50.2 

31.0 
30.5 

30.3 
30.8 

29.3 
29.2 

27.2 
26.3 
26.8 

27.5 
27.6 

27.2 

22.6 
22.1 
20.9 

19.3 
18.2 
17.5 

15.6 
15.9 
16.1 

16.6 
14.9 

16.8 

8.9 
8.5 
8.1 
6.3 
5.7 
5.9 
3.9 
4.4 
4.5 
5.1 
4.4 
5.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成19年度
平成20年度
平成21年度
平成22年度
平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度
令和元年度

家の人と学校での出来事について話をしていますか

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

家族に学校での出来事をあまり話していない子供の割合は、小6で約2割、中3で約2割

○小学６年生

26.2 
26.1 
27.9 

31.4 
33.2 
35.0 

42.1 
43.7 
44.3 
44.1 
44.8 
46.5 

31.9 
32.0 

32.1 
32.7 

32.8 
31.8 

30.7 
30.1 
29.9 
30.2 
31.3 
30.0 

27.9 
28.0 
27.0 

25.4 
24.2 
23.2 

20.8 
19.9 
19.7 
19.1 
17.6 
17.5 

13.8 
13.7 
12.9 
10.5 
9.8 
9.9 

6.4 
6.2 
6.1 
6.5 
5.9 
5.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成19年度
平成20年度
平成21年度
平成22年度
平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度
令和元年度

家の人と学校での出来事について話をしていますか

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（平成３１年度（令和元年度））

○中学３年生

※その他・無回答の省略及び、小数点第二位以下四捨五入のため、各区分の比率の合計が必ずしも100％にならない。
33

家庭におけるコミュニケーション



携帯電話やスマートフォンの利用割合（平日2時間以上）は、小６で約1割、中３年で約３割

問．普段（月～金曜日），１日あたりどれくらいの時間，携帯電話やスマートフォンで通話やメール，インターネットをしますか

3.8 3.2 5.0 8.5 12.2 30.7 36.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学６年生

9.3 8.5 14.0 18.2 16.0 17.8 15.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中学３年生

4時間以上 3時間以上、4時間より少ない 2時間以上、3時間より少ない 1時間以上、2時間より少ない

30分以上、１時間より少ない 30分より少ない 持っていない

※その他・無回答の省略及び、小数点第二位以下四捨五入のため、各区分の比率の合計が必ずしも100％にならない。

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（平成２９年度）
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子供の携帯電話・スマートフォンの利用時間



出典：「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」（文部科学省）

※「不登校」児童生徒とは、年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・
背景により、児童生徒が登校しない､あるいは､したくともできない状況にある者（ただし「病気」や「経済的理由」による者を除く）をいう。

35

約25人に1人

約120人に1人

不登校児童生徒数は、小学校・中学校ともに、近年増加傾向

不登校児童生徒数の推移



出典：「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」（文部科学省）

※「不登校」児童生徒とは、年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・
背景により、児童生徒が登校しない､あるいは､したくともできない状況にある者（ただし「病気」や「経済的理由」による者を除く）をいう。

36

不登校児童生徒数（2019年度）【学年別】
不登校児童生徒数は、学年が上がるにつれて増加しており、特に小６から中１では、約２倍に増加
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※「不登校」児童生徒とは、年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・
背景により、児童生徒が登校しない､あるいは､したくともできない状況にある者（ただし「病気」や「経済的理由」による者を除く）をいう。

不登校の要因（2019年度）【小学校】
小学校における不登校の要因（主たるもの）としては、「無気力・不安」（41.1%）が最も割合

が高く、次いで「親子の関わり方」（16.7%）の割合が高い

※本調査は、調査事項に応じて、各学校や都道府県教育委員会等が回答（全数調査））

出典：「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」（文部科学省）
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※「不登校」児童生徒とは、年度間に連続又は断続して３０日以上欠席した児童生徒のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因
・背景により、児童生徒が登校しない､あるいは､したくともできない状況にある者（ただし「病気」や「経済的理由」による者を除く）をいう。

※本調査は、調査事項に応じて、各学校や都道府県教育委員会等が回答（全数調査））

出典：「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」（文部科学省）

不登校の要因（2019年度）【中学校】
中学校における不登校の要因（主たるもの）としては、「無気力・不安」（39.5%）の割合が

最も高く、次いで「いじめを除く友人関係をめぐる問題」（17.2%）の割合が高い
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２．地方公共団体における家庭教育支援
の取組状況

（１）支援体制や連携体制に関する状況



93%
40%

20%
12%
13%

20%
0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行政事務職員
社会教育主事

指導主事
SSW

保健師
その他
無回答

40

79%
85%

36%
0%

2%
9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行政事務職員

社会教育主事

指導主事

SSW

保健師

その他

【都道府県】（n=47）

【市区町村】（n=1,524）

※ 「その他」（自由記述）の主な内容 【都道府県・市区町村】
・ 社会教育指導員、家庭教育指導員、会計年度職員等

※複数回答可

※複数回答可

※ SSWとは、「スクールソーシャルワーカー」を示す。

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

家庭教育支援担当部署の職員属性 【都道府県・市区町村】

家庭教育支援担当部署に所属する職員（専任職員の他、兼務職員を含む）の属性は
都道府県では、「社会教育主事」（85%）や「行政事務職員」（79%）

市区町村では、「行政事務職員」（93%）と回答した自治体が多い

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



31%

38%

26%

69%

61%

72%

1%

1%

0% 50% 100%

大都市（n=91）

一般市（n=657）

町村（n=776）

行っている 行っていない 無回答

62%

68%

50%

35%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財政的支援（人件費）

財政的支援（活動費）

人材の養成

人材の紹介や派遣

その他

【都道府県】（n=34）※複数回答可

41

○実施状況

480
31%

1,027
67%

17
1%

【市区町村】（n=1,524）

行っている 行っていない 無回答

○支援内容

44%

67%

29%

31%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財政的支援（人件費）

財政的支援（活動費）

人材の養成

人材の紹介や派遣

その他

【市区町村】（n=480） ※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

「家庭教育支援チーム」等に対する支援の実施状況 【都道府県・市区町村】

「家庭教育支援チーム」等に対する支援を「行っている」と回答したのは
都道府県では34自治体（72%）、市区町村では480自治体（31%）

※ 平成30年度以降の取組状況。

34
72%

13
28%

【都道府県】（n=47）

行っている 行っていない

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



328
381

441
535

616
721

779
882

0

200

400

600

800

1000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

※ 文部科学省における地域の多様な人材を活用した「家庭教育支援チーム」の設置促進に関する取組（「家庭教育支援チーム」登録制度、補助事業等）
に係る「家庭教育支援チーム」の合計数（重複計上せず）（各年度末現在）
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（参考）地域における「家庭教育支援チーム」数の推移



77%

98%

23%

41%

18%

77%

98%

23%

39%

39%

48%

11%

25%

7%

11%

0%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新たに家庭教育支援を担う人材の養成

既に家庭教育支援の活動を行っている人材の資質向上

家庭教育支援に関する専門人材（相談員、カウンセラー等）
の養成

家庭教育に関するアウトリーチ型支援を担う人材養成

その他

具体的な人材養成の対象や方法
（n=44）

養成実施 うち研修等 うち情報提供 うち「その他」

（18）
（17）

（11）
（4）

44
94%

3
6%

家庭教育支援を担う人材養成の取組状況
（n=47）

行っている 行っていない

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

※複数回答可

43

家庭教育支援を担う人材養成の取組状況 【都道府県】

【都道府県】 家庭教育支援を担う人材養成の取組を「行っている」と回答したのは、44自治体（94%）
（うちアウトリーチ型支援を担う人材養成を「行っている」と回答したのは、18自治体（41%））

＜都道府県＞ ※ 平成30年度以降の取組状況。

※ 本調査における「アウトリーチ型支援」とは、地域において家庭教育支援を担う者が、自宅や学校、企業等に出向いて、家庭教育の自主性を
尊重しつつ、保護者に届ける支援（情報提供や相談対応、学習機会の提供等）を指す。（以下同様）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



52%
44%

26%

48%
56%

74%
0.5%
0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=91）
一般市（n=657）

町村（n=776）

行っている 行っていない 無回答

63%

83%

16%

27%

4%

53%

71%

13%

21%

7%

8%

2%

3%

14%

15%

3%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新たに家庭教育支援を担う人材の養成

既に家庭教育支援の活動を行っている人材の資質向
上

家庭教育支援に関する専門人材（相談員、カウンセ
ラー等）の養成

家庭教育に関するアウトリーチ型支援を担う人材養成

その他

具体的な人材養成の対象や方法
（n=535）

養成実施 うち研修等 うち情報提供 うち「その他」

（146）
（111）

（17）
（38）

44

＜市区町村＞

535
35%

981
64%

8
1%

家庭教育支援を担う人材養成の取組状況
（n=1,524）

行っている 行っていない 無回答

※複数回答可

家庭教育支援を担う人材養成の取組状況 【市区町村】

【市区町村】 家庭教育支援を担う人材養成の取組を「行っている」と回答したのは、535自治体（35%）
（うちアウトリーチ型支援を担う人材養成を「行っている」と回答したのは、146自治体（27%））

※ ここでの「大都市」とは、政令市、中核市、特別区を指し、「一般市」とは
「大都市」以外の市を指す。（以下同様）

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。
※ 平成30年度以降の取組状況。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



57%

86%

50%

93%

7%

41%

59%

30%

57%

32%

50%

30%

52%

34%

30%

20%

48%

2%

7%

7%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生涯学習・社会教育部局

学校教育部局

保健部局

福祉部局

その他

具体的な連携部局や連携内容（n=44）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換 うち連携委員会等の設置
うち協働して取組や事業を実施 うち「その他」
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＜都道府県＞

44 
94%

3 
6%

自治体内の関係部局間での
連携状況（n=47）

行っている 行っていない

※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

地方公共団体内の関係部局間での連携状況 【都道府県】

【都道府県】 家庭教育支援の取組を推進する上で、地方公共団体内の関係部局との間で
連携を「行っている」と回答したのは、44自治体（94%）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



77%

88%

70%

71%

3%

60%

72%

50%

54%

16%

21%

18%

19%

37%

35%

29%

27%

4%

5%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生涯学習・社会教育部局

学校教育部局

保健部局

福祉部局

その他

具体的な連携部局や連携内容
（n=1,145）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

46

＜市区町村＞

1,145 
75%

362 
24%

17 
1%

自治体内の関係部局間での連携状況
（n=1,524）

行っている 行っていない 無回答

※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

73%

77%

74%

27%

22%

25%

0.9%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=91）

一般市（n=657）

町村（n=776）

行っている 行っていない 無回答

地方公共団体内の関係部局間での連携状況 【市区町村】

【市区町村】 家庭教育支援の取組を推進する上で、地方公共団体内の関係部局との間で
連携を「行っている」と回答したのは、1,145自治体（75%）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



70%

36%

70%

20%

16%

20%

27%

9%

27%

27%

14%

25%

16%

11%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校、中学校等の教職員

ＳＣ、ＳＳＷ等

幼児教育関係者

具体的な連携相手や連携内容
（n=44）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

47

＜都道府県＞

[学校関係]

44 
94%

3 
6%

地域の関係機関や関係者と
の連携状況（n=47）

行っている 行っていない

※ SCは「ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ」、SSWは「ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ」を示す。

※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

地域の関係機関や関係者との連携状況 【都道府県】

【都道府県】 家庭教育支援の取組を推進する上で、地域の関係機関や関係者との間で
連携を「行っている」と回答したのは、44自治体（94%）

（連携相手） 「PTA」（93％）、「小学校、中学校等の教職員」（70%）、
「幼児教育関係者」（70%）、「子育て支援サークル、NPO等民間団体」（70％）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



39%

93%

70%

20%

48%

27%

27%

32%

30%

9%

57%

45%

9%

23%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域学校協働活動推進員

ＰＴＡ

子育て支援サークル、ＮＰＯ等民間団体

具体的な連携相手や連携内容
（n=44）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」 48

[保健・福祉関係] [地域関係]
※複数回答可 ※複数回答可

25%

43%

23%

5%

14%

9%

7%

9%

2%

11%

11%

7%

9%

18%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て世代包括支援センター

児童相談所

民生委員、児童委員、主任児童委員

具体的な連携相手や連携内容
（n=44）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

地域の関係機関や関係者との連携状況 【都道府県】（続き）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



87%

46%

73%

62%

39%

51%

23%

10%

17%

41%

13%

32%

10%

3%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学校、中学校等の教職員

ＳＣ、ＳＳＷ等

幼児教育関係者

具体的な連携相手や連携内容
（n=1,262）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

87%

86%

80%

13%

14%

19%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=91）

一般市（n=657）

町村（n=776)

行っている 行っていない 無回答
49

＜市区町村＞

[学校関係]

1,262 
83%

248 
16%

14
1%

地域の関係機関や関係者との連
携状況（n=1,524）

行っている 行っていない 無回答

※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。
※ SCは「ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ」、SSWは「ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ」を示す。

地域の関係機関や関係者との連携状況 【市区町村】

【市区町村】 家庭教育支援の取組を推進する上で、地域の関係機関や関係者との間で
連携を「行っている」と回答したのは、1,262自治体（83%）

（連携相手） 「小学校、中学校等の教職員」（87%）、「幼児教育関係者」（73%）、
「PTA」（63%）、「SC、SSW等」（46％）、「子育て世代包括支援センター」（45%）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



34%

63%

38%

25%

35%

24%

10%

14%

5%

15%

33%

20%

3%

9%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域学校協働活動推進員

ＰＴＡ

子育て支援サークル、ＮＰＯ等
民間団体

具体的な連携相手や連携内容
（n=1,262）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

50

[保健・福祉関係] [地域関係]

※複数回答可 ※複数回答可

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

45%

31%

43%

35%

25%

31%

11%

10%

13%

18%

6%

11%

5%

4%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て世代包括支援センター

児童相談所

民生委員、児童委員、主任児童委員

具体的な連携相手や連携内容
（n=1,262）

連携実施 うち日常的な情報・意見交換
うち連携委員会等の設置 うち協働して取組や事業を実施
うち「その他」

地域の関係機関や関係者との連携状況 【市区町村】（続き）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



51

２．地方公共団体における家庭教育支援
の取組状況

（２）アウトリーチ型支援の取組状況



30%

67%

52%

44%

30%

59%

44%

26%

26%

30%

7%

19%

11%

56%

48%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

学校

企業

その他

具体的な支援の場所や内容
（n=27）

支援実施 うち情報提供 うち相談対応 うち学習機会の提供
52

＜都道府県＞

27
57%

6
13%

14
30%

アウトリーチ型支援の取組状況
（n=47）

行っている 検討中 予定なし

※複数回答可

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

アウトリーチ型支援の取組状況 【都道府県】
【都道府県】 アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答したのは、27自治体（57%）

（「検討中」と回答した自治体を含めると、33自治体（70％））

※ 平成30年度以降の取組状況。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



62%

77%

7%

46%

54%

68%

5%

25%

57%

55%

2%

29%

19%

47%

5%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

学校

企業

その他

具体的な支援の場所や内容
（n=517）

支援実施 うち情報提供 うち相談対応 うち学習機会の提供

＜市区町村＞
※複数回答可

517
34%

122
8%

874
57%

11
1%

アウトリーチ型支援の取組状況
（n=1,524）

行っている 検討中 予定なし 無回答

32%

41%

28%

4%

6%

10%

64%

52%

61%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=91）

一般市（n=657）

町村（n=776）

行っている 検討中 予定なし 無回答

アウトリーチ型支援の取組状況 【市区町村】
【市区町村】 アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答したのは、517自治体（34%）

（「検討中」と回答した自治体を含めると、639自治体（42％））

※ ここでの「大都市」とは、政令市、中核市、特別区を指し、「一般市」とは
「大都市」以外の市を指す。（以下同様） 53

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。
※ 平成30年度以降の取組状況。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



17%

19%

11%

3%

5%

5%

74%

71%

78%

7%

6%

6%

0%

0.3%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=76）

一般市（n=618）

町村（n=658）

行っている 行っていない
（検討している）

行っていない
（検討していない）

行っていない
（検討状況は無回答）

無回答

※ 平成27年度文部科学省委託調査「生涯学習施策に関する調査研究～関係機関と連携した家庭教育支援の取組及び地域における家庭教育支援の実施状況について～」より

201
15%

63
5%

1,003
74%

81
6%

4
0.3%

市区町村（n=1,352）

行っている 行っていない
（検討している）

行っていない
（検討していない）

行っていない
（検討状況は無回答）

無回答

54

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

※ 今回（令和2（2020）年度）の調査では、「アウトリーチ型支援」（地域において家庭教育支援を担う者が、自宅や学校、企業等に出向いて、家庭教育
の自主性を尊重しつつ、保護者に届ける支援（情報提供や相談対応、学習機会の提供等））の取組状況を調査したが、平成27（2015）年度の調査で
は、「アウトリーチ型支援」の一つの支援形態である「訪問型家庭教育支援」（家庭教育支援チームのメンバーや家庭教育支援員等が家庭を訪問して行う家庭
教育支援）の取組状況を調査。

8
17%

7
15%

29
62%

3
6%

都道府県（n=47）

行っている 行っていない
（検討している）

行っていない
（検討していない）

行っていない
（検討状況は無回答）

（参考）訪問型家庭教育支援の取組状況 【平成27年度】



59%

33%

14% 27%

67%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

連携している
（n=44）

連携していない
（n=3）

都道府県（n=47）

行っている 検討中 予定なし

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

42%

10%

6%

9%

4%

6%

49%

86%

24% 65%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

連携している
（n=1,145）

連携していない
（n=362）

無回答
（n=17）

市区町村（n=1,524）

行っている 検討中 予定なし 無回答

アウトリーチ型支援の取組状況（関係部局間での連携状況別）【都道府県・市区町村】

都道府県・市区町村ともに、地方公共団体内の関係部局間で「連携している」と回答した自治体の方が
アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答した割合が高い

55
※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



61% 9%

67%

30%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携している
（n=44）

連携していない
（n=3）

都道府県（n=47）

行っている 検討中 予定なし

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

40%

4%

9%

1%

7%

50%

94%

21%

0.1%

71%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

連携している
（n=1,262）
連携していない
（n=248）

無回答
（n=14）

市区町村（n=1,524）

行っている 検討中 予定なし 無回答

都道府県・市区町村ともに、地域の関係機関や関係者と「連携している」と回答した自治体の方が
アウトリーチ型支援の取組を「行っている」と回答した割合が高い

56

アウトリーチ型支援の取組状況（地域の関係機関や関係者との連携状況別）【都道府県・市区町村】

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



85%

36%

70%

30%

52%

48%

48%

42%

12%

88%

57%

47%

46%

53%

55%

56%

38%

9%

82%

67%

44%

44%

51%

54%

48%

41%

3%

0% 20% 40% 60% 80%100%

子育ての悩みや不安の解消

支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる

学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減

児童虐待等の未然防止や早期発見

保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の…

その他

市区町村（自治体区分別）

大都市（n=33） 一般市（n=311） 町村（n=295）

57

79%
39%

61%
36%
36%

30%
36%
39%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育ての悩みや不安の解消
支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる
学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減
児童虐待等の未然防止や早期発見
保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の促進
その他

都道府県（n=33）

85%
60%

47%
44%

52%
54%

52%
40%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育ての悩みや不安の解消
支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる
学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減
児童虐待等の未然防止や早期発見
保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の促進
その他

市区町村（n=639）

※複数回答可

※複数回答可

※複数回答可

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

アウトリーチ型支援の目的 【都道府県・市区町村】

アウトリーチ型支援の目的は、都道府県・市区町村ともに「子育ての悩みや不安の解消」が最も多い

※ 本調査事項は、本調査において、アウトリーチ型支援の取組を「行っている」
又は「検討中」と回答した自治体を対象としたもの。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



83%

34%

45%

34%

48%

34%

48%

34%

10%

88%

58%

41%

49%

51%

51%

53%

40%

7%

81%

64%

38%

44%

47%

51%

49%

42%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育ての悩みや不安の解消

支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる

学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減

児童虐待等の未然防止や早期発見

保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の促進

その他

市区町村（自治体区分別）

大都市（n=29） 一般市（n=269） 町村（n=219）

58

89%
33%

59%
44%

41%
22%

37%
30%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育ての悩みや不安の解消

支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる

学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減

児童虐待等の未然防止や早期発見

保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の促進

その他

都道府県（n=27）

85%
59%

40%
46%
49%
50%
51%

40%
6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育ての悩みや不安の解消
支援を必要とする家庭の把握

保護者を学びの場などの拠点につなげる
学校と家庭の関係の構築・再構築

不登校等の学校課題の予防や軽減
児童虐待等の未然防止や早期発見
保護者を専門機関の支援につなげる

教育・福祉が連携した支援体制構築の促進
その他

市区町村（n=517）

※複数回答可

※複数回答可

※複数回答可

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

アウトリーチ型支援の成果 【都道府県・市区町村】

アウトリーチ型支援の成果は、都道府県・市区町村ともに「子育ての悩みや不安の解消」が最も多い

※ 本調査事項は、本調査において、アウトリーチ型支援の取組を「行っている」
と回答した自治体を対象としたもの。 ※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



89%
78%

33%
48%

30%
41%

22%
19%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・養成
予算の継続的な確保

学校との連携
保健福祉部局との連携

保護者との信頼関係の構築
関係機関間の情報共有の仕組みづくり

個人情報の取扱い
支援手法のマニュアル化

その他

都道府県（n=27）

83%

48%

45%

28%

24%

38%

24%

17%

7%

84%

50%

39%

30%

48%

41%

24%

18%

4%

70%

34%

23%

20%

40%

33%

20%

22%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・養成

予算の継続的な確保

学校との連携

保健福祉部局との連携

保護者との信頼関係の構築

関係機関間の情報共有の仕組みづくり

個人情報の取扱い

支援手法のマニュアル化

その他

市区町村（自治体区分別）

大都市（n=29） 一般市（n=269） 町村（n=219）

78%
43%

33%
26%

43%
37%

22%
20%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・養成
予算の継続的な確保

学校との連携
保健福祉部局との連携

保護者との信頼関係の構築
関係機関間の情報共有の仕組みづくり

個人情報の取扱い
支援手法のマニュアル化

その他

市区町村（n=517）
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※複数回答可

※複数回答可

※複数回答可

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

アウトリーチ型支援の課題 【都道府県・市区町村】

アウトリーチ型支援の課題は、都道府県・市区町村ともに「人材の確保・養成」が最も多い

※ 本調査事項は、本調査において、アウトリーチ型支援の取組を「行っている」
と回答した自治体を対象としたもの。 ※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



59%

47%

28%

21%

12%

2%

17%

69%

49%

18%

19%

14%

9%

6%

80%

38%

11%

23%

11%

11%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保が困難

予算の確保が困難

ほかの支援で対応できている

アウトリーチによる相談対応の方
法がわからない

支援員等への負担が大きいため

アウトリーチ型支援の必要性を
感じないため

その他

市区町村（自治体区分別）

大都市（n=58） 一般市（n=342） 町村（n=474）

74%
43%

15%
22%

12%
10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保が困難
予算の確保が困難

ほかの支援で対応できている
アウトリーチによる相談対応の方法がわからない

支援員等への負担が大きいため
アウトリーチ型支援の必要性を感じないため

その他

市区町村（n=874）
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36%

43%

14%

7%

14%

7%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保が困難

予算の確保が困難

ほかの支援で対応できている

アウトリーチによる相談対応の方法がわからない

支援員等への負担が大きいため

アウトリーチ型支援の必要性を感じないため

その他

都道府県（n=14）※複数回答可

※複数回答可

※複数回答可

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

※ 本調査事項は、本調査において、アウトリーチ型支援の取組を「予定なし」
と回答した自治体を対象としたもの。

アウトリーチ型支援を「予定なし」の理由 【都道府県・市区町村】
アウトリーチ型支援を「予定なし」の理由は、

都道府県は「予算の確保が困難」、市区町村は「人材の確保が困難」が最も多い

※市町村が実施主体のため、県としては「予定なし」など
（※）

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



42
89%

5
11%

【都道府県】（n=47）

感じている 感じていない

517
34%

952
62%

55
4%

【市区町村】（n=1,524）

感じている 感じていない 無回答

※ 具体的な支援の必要性や対応策（自由記述）の主なもの 【都道府県・市区町村】
＜アウトリーチ型支援の必要性＞
・交流の機会が減り、孤立しがちな家庭の増加が見込まれるため、アウトリーチ型
支援の必要性は増している。

・生活リズムの乱れによる不登校児童生徒数の増加。
・家庭内の様子が周囲から見えにくくなっており、訪問支援の必要性を感じる。

＜アウトリーチ型支援の対応策＞
・新しい生活様式をとりながら、対面での支援、ＩＣＴを活用した支援など、多様
なニーズに応えられる方策が求められている。

・アウトリーチ型支援について、関係部局と検討する機会を設定し、家庭のニーズに
合わせた支援を行うための体制構築を検討。

※ 数値（％の付いたものを除く）は、自治体数を示す。

47%

40%

27%

52%

58%

68%

1%

2%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大都市（n=91）

一般市（n=657）

町村（n=776）

感じている 感じていない 無回答

コロナ禍でのアウトリーチ型支援の必要性増加の意識① 【都道府県・市区町村】

コロナ禍でアウトリーチ型支援の必要性が増加していると「感じている」と回答したのは、
都道府県では42自治体（89%）、市区町村では517自治体（34%）

61
※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より
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※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

96%

83%

79%

4%

17%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている（n=27）

検討中（n=6）

予定なし（n=14）

都道府県（n=47）

感じている 感じていない

56%

57%

18%

42%

37%

78%

27%

2%

6%

3%

73%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

行っている（n=517）

検討中（n=122）

予定なし（n=874）

無回答（n=11）

市区町村（n=1,524）

感じている 感じていない 無回答

コロナ禍でのアウトリーチ型支援の必要性増加の意識② 【都道府県・市区町村】

コロナ禍でのアウトリーチ型支援の必要性増加の意識をアウトリーチ型の取組状況別にみると、
「行っている」又は「検討中」と回答した自治体の方が、「感じている」と回答した割合が高い

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



21%

36%

13%

30%

11%

13%

15%

32%

30%

49%

4%

19%

9%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足

支援を担う地域の中核的人材、サポーターリーダー、コーディネーター等の人材が不足

学校との連携・協力体制がない/不十分である

保健・福祉部局等との連携・協力体制がない/不十分である

外部の関係機関・団体等との連携・協力体制がない/不十分である

保健師、SSW、SCといった専門的人材の活用や連携がない/不十分である

保護者が気軽に交流や相談ができる機会や場所が不足

養成した人材の活動の機会や場所が不足

実施している家庭教育支援事業などが学校や地域住民に十分に知られていない

家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない

働く親への効果的な取組がない

ひとり親家庭や外国籍の家庭など真に支援が必要な家庭への効果的な取組がない/取組方法がわからない

メールやSNS等のICTを活用した効果的な取組がない/取組方法がわからない

その他

63

【都道府県】（n=47）※複数（３つまで）回答可

家庭教育支援の取組に関する課題 【都道府県】

【都道府県】 地域の実情に応じた家庭教育支援において、特に課題と感じていることとして最も多いのは
「家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない」（49%）

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



53%

49%

9%

12%

9%

6%

19%

5%

14%

41%

12%

12%

15%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足

支援を担う地域の中核的人材、サポーターリーダー、コーディネーター等の人材が不足

学校との連携・協力体制がない/不十分である

保健・福祉部局等との連携・協力体制がない/不十分である

外部の関係機関・団体等との連携・協力体制がない/不十分である

保健師、SSW、SCといった専門的人材の活用や連携がない/不十分である

保護者が気軽に交流や相談ができる機会や場所が不足

養成した人材の活動の機会や場所が不足

実施している家庭教育支援事業などが学校や地域住民に十分に知られていない

家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない

働く親への効果的な取組がない

ひとり親家庭や外国籍の家庭など真に支援が必要な家庭への効果的な取組がない/取組方法がわからない

メールやSNS等のICTを活用した効果的な取組がない/取組方法がわからない

その他 64

【市区町村】（n=1,524）※複数（３つまで）回答可

家庭教育支援の取組に関する課題 【市区町村（全体）】
【市区町村】 地域の実情に応じた家庭教育支援において、特に課題と感じていることとして最も多いのは

「支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足」（53%）
（参考：「家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない」（41%））

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



29%

33%

11%

22%

8%

8%

8%

11%

26%

55%

12%

15%

12%

5%

47%

43%

12%

17%

10%

7%

17%

5%

18%

47%

13%

15%

16%

5%

61%

56%

7%

7%

8%

5%

22%

5%

10%

34%

12%

9%

13%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足

支援を担う地域の中核的人材、サポーターリーダー、コーディネーター等の人材が不足

学校との連携・協力体制がない/不十分である

保健・福祉部局等との連携・協力体制がない/不十分である

外部の関係機関・団体等との連携・協力体制がない/不十分である

保健師、SSW、SCといった専門的人材の活用や連携がない/不十分である

保護者が気軽に交流や相談ができる機会や場所が不足

養成した人材の活動の機会や場所が不足

実施している家庭教育支援事業などが学校や地域住民に十分に知られていない

家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない

働く親への効果的な取組がない

ひとり親家庭や外国籍の家庭など真に支援が必要な家庭への効果的な取組がない/取組方法がわからない

メールやSNS等のICTを活用した効果的な取組がない/取組方法がわからない

その他

大都市
（n=91）

一般市
（n=657）

町村
（n=776）

65

【市区町村（自治体区分別）】（n=1,524） ※複数（３つまで）回答可

家庭教育支援の取組に関する課題 【市区町村（自治体区分別）】

【市区町村】 地域の実情に応じた家庭教育支援において、特に課題と感じていることは、大都市、一般市、町村の順に
・ 「支援に携わるボランティア・子育てサポーター等の人材が不足」などの人材不足は、その割合が高く、
・ 「家庭教育に関して関心の低い親や困難を抱える親への効果的な取組がない」は、その割合が低い。

※ ここでの「大都市」とは、政令市、中核市、特別区を指し、
「一般市」とは「大都市」以外の市を指す。

※ 括弧内の数値は、自治体数を示す。

※ 令和２年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査結果」（令和３年２月 文部科学省）より



（参 考）
家庭教育支援に関連した手引き・事例集、
調査結果等の掲載先（URL等）

66
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家庭教育支援に関連した手引き・事例集、調査結果等①

＜「家庭教育支援チーム」関係＞
○ 「「家庭教育支援チーム」の手引書」（平成30年11月 文部科学省）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/1410457.htm

○ 「「家庭教育支援チーム」文部科学大臣表彰（表彰活動）」
（平成29年度より隔年で実施（令和元年度実施））

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/1401995.htm

＜「アウトリーチ型支援」関係＞
○ 「地域の実情に応じたアウトリーチ型家庭教育支援の取組

事例について」（令和３年２月 文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/mext_00002.html

○ 「訪問型家庭教育支援の関係者のための手引き」
（平成28年3月 文部科学省）

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__
icsFiles/afieldfile/2016/03/28/1368962_02.pdf



68

家庭教育支援に関連した手引き・事例集、調査結果等②

＜家庭教育支援に関連した調査結果＞
○ 令和2年度「地域における家庭教育支援の取組に関する調査」結果について

（都道府県・市区町村向け調査） （令和３年２月 文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/mext_00003.html

○ 令和２年度文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究
～家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査～」

（令和３年２月）
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/1246352.htm

（※ 令和３年２月末に掲載予定）

＜「児童虐待防止」関係＞
○ 児童虐待への対応のポイント（手引き）

（令和元年８月 文部科学省（令和２年３月一部改訂））
https://www.mext.go.jp/content/20200327_mxt_chisui01-100014278_1.pdf

○ 体罰等によらない子育てを広げよう（令和２年３月 厚生労働省）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/taibatu.html
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＜指導者向け＞

＜中・高校生等向け＞

家庭教育支援に関連した手引き・事例集、調査結果等③

＜「早寝早起き朝ごはん」関係＞

○ できることからはじめてみよう 早ね 早おき 朝ごはん
＜小学生・保護者向け＞ （文部科学省・「早寝早起き朝ごはん」全国協議会）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/asagohan/__icsFiles/afield
file/2020/1324879_1.pdf

○ 早寝早起き朝ごはんで輝く君の未来（文部科学省）
＜中・高校生等向け＞

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afield
file/2019/12/04/1359388_001.pdf

＜指導者向け＞
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsF
iles/afieldfile/2019/12/04/1359388_002.pdf

○ 企業と家庭で取り組む早寝早起き朝ごはん（文部科学省）
＜保護者・企業向け＞

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/asagohan/1324894.htm

○ 優れた「早寝早起き朝ごはん」運動の推進にかかる
文部科学大臣表彰（平成24年度より隔年で実施）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/asagohan/1330932.htm
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http://katei.mext.go.jp/①

②クリック

③

文部科学省における「家庭教育に関するホームページ」について


